






































































































































































経緯は、週刊朝日（1992 年 3 月 6 日号 p.26）






























































































































1977 21.0 13,231 河島社長就任
1978 8.8 12,683
1979 2.3 15,497
1980 7.8 15,968 河島社長退任　川上源一社長に復帰
1981 8.5 14,885
1982 5.1 13,175
1983 － 3.3 8,885 川上浩社長、川上源一会長
1984 1.2 10,581
1985 5.5 13,933




1990 － 0.8 12,192
1991 － 2.8 10,321
1992 0.6 6,759 川上浩社長退任
1993 － 14.0 2,791




















け目立つのは 1990 年代はじめである。1990 －
91 年には 2 年つづけて対前年マイナスとなっ
た。92 年もほとんど停滞、しかも辞めた直後


























































































































1976 10,621 － 2,674 1,627
1977 13,314 － 1,585 1,340
1978 17,069 － 1,277 1,349 社長交代、大隈孝一から武雄へ
1979 23,301 － 1,219 1,337
1980 37,882 5.847 1,368
1981 53,343 8,835 1,501
1982 57,187 9,169 1,639
1983 47,162 4,027 1,672
1984 46,593 3,042 1,680
1985 71,535 8,093 1,699
1986 90,968 10,004 1,731
1987 76,701 2,024 1,746
1988 67,481 2,544 1,735 大隈武雄社長退任
1989 87,153 7,135 1,777














で 4 年、経常利益赤字もおなじく 4 年である。
これをこえるのは 10 例のうち日立精機 1 社の
みである。ここは大きな親企業がある。
また、売上高対前年減がおなじく 4 年の事例























年 1 月 14 日朝刊 1 本、30 日朝刊 2 本、31 日朝



























































































金同盟と合して 1999 年 JAM となり、当然大隈
の労働組合もそこに入る。ちなみに JAM とは








































































































のりこえ、あとは順風満帆、73 年には 8 店舗、
74年 12店舗、創業時の地名からか（ひばりが丘）
すかいらーくと改称する。1979 年には外食
チェーン店 No.1 の店舗数となった。82 年東証












































2006 年会長にもどる。No.1 の CEO にもつく。
伊東社長はしばらくその座にあったが事実上の
降格すなわち COO となり、1 年後副会長にた
なあげされ、創業者の会長が社長を兼任する。
のみならず創業者たちは、依然つづいていた
オーナー会議での相談をへて、2006 年 6 月
表 6－ 3　売上と利益―すかいらーく
（百万円）
年次 売上 経常利益 純損益
1995 247,045 11,767 3,058
1996 276,141 13,640 1,472
1997 291,765 12,782 372
1998 310,419 16,657 － 13,987 伊東社長就任
1999 341,670 21,844 14,106
2000 347,675 26,595 9,740
2001 366,665 24,381 5,848
2002 381,738 24,778 － 1,161
2003 373,217 18,450 4,824
2004 383,448 19,769 7,338 創業者 4 人中 3 人取締役退任
2005 379,400 18,500 6,700
2006 396,800 15,800 － 11,000 横川きわむ会長就任
2007 198,400 ？ － 13,000 伊東副会長、横川会長、社長を兼任
2008 385,175 － 26,133 横川の社長、会長退任
2009 355,803 － 9,572
2010 343,101 － 5,951




















































（日経 2008 年 7 月 31 日）。その銀行団が社長退任
への賛否を明確にしなかった。膠着状態となる。
その膠着状態をやぶったのが、8 月 4 日のす
かいらーく労働組合の声明であった。その声明



































































































































流通新聞 2011 年 10 月 31 日）。そして、この米
ベインキャピタルは取締役 4 人のうち 3 人をお
くりこむ。もとからの役員は社長、谷真一人と













































































































結果、社長が長く 20 年も 30 年もその座をしめ
ることは、きわめて例外でしかない。かつての
旭化成の大屋晋三などである。ふつうは、4 年
から 6 年ほどで交代する。1990 年代の米の
CEO 平均在任期間より短く、上場企業ならば











































































































































































8 月 4 日「サントリーの出資　横川氏続投
が条件　すかいらーく再建問題」
8 月 5 日「野村など要求の新体制案を支持
　すかいらーく労組」




8 月 9 日「すかいらーく横川社長解任　資
本の論理　創業家退場」







9 月 3 日「創業家3 氏が最高顧問辞職　すか
いらーく」
9 月11 日「MBO 企業は今　同床異夢のリス
ク　再建巡る食い違い表面化」
9 月23 日「すかいらーく　再建へ500 億円
調達」
　関連記事
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元制 one-tier board system と二元制 two-tier board 
systemである。一元制とはmanaging boardのみ、
2 元制とはそのうえに supervisory board を置く
ものである。いまの日本はほぼ一元制で、
managing board を取締役会とよんでいる 1）。
二元制で分かりやすいのはドイツで、



























なら supervisory board の方に従業員代表が参加




































組織は 5人規模以上）。うち aと cが注目される。
c の「経営組織法方式」は欧州各国また EU の
推進する方式の原型なのである。
「一般大企業方式」







労使それぞれ 10 人計 20 人となる。ただし、労
使同数のばあい、議長がさらに 1 票を投じる。
b.「経営組織法方式」では、従業員代表は監査




























































































ら Wymeersch ［1998］によって、1990 年代をみ



















































































































































HRM practice である。賃金 Pay から労使関係ま


















労働組合委員 union representatives が定期的に財
務上の情報もふくめて知らされているかどう
か、をいう。7c とは「労働組合委員 union 































































労使協議制 Works Council の生産性効果
なるべく企業や事業所レベルにかかわる説
明変数をとりあげている研究に集中しよう。そ



















3 千におよぶ電話調査である。1993 年と 96 年
2 時点にわたる。電話インタービューは最初の




のいう聞きとりや Ichniowski たちの field-based 
study とはまるで違う。
しかし考察する説明変数に大差はない。なる




変数は、高業績の職場慣行 high performance 
work practices と従業員の発言である。前者に
















































































































また Bae, Kiu-Sik, Hiroyuki Chuma, Takao 





















や企業レベルの労使協議制 Works councils をあ
つかった、見事で簡明な理論モデルをとりあげ
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